
 

吸収合併に係る事後開示書面 

 

2023 年２月 13 日 

株式会社ビケンテクノ 

 

当社は、会社法第 801 条第１項および会社法施行規則第 200 条の定めに従い、下記のとおり、吸収

合併により吸収合併存続会社が承継した吸収合併消滅会社の権利義務その他の吸収合併に関する事項

として法務省令で定める事項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収合併が効力を生じた日 

 2023 年２月 13 日 

２．吸収合併消滅会社における反対株主の株式買取請求手続および債権者保護手続の経過 

 吸収合併消滅会社について、会社法第 785 条第 1 項の規定に基づく株主からの株式買取請求は

ありませんでした。 

 また、吸収合併消滅会社は、会社法第 789 条第２項に従い、2023 年１月 10 日に官報により債

権者に対する公告を行いましたが、同条第１項に従い異議を述べた債権者はありませんでした。 

３．吸収合併存続会社における反対株主の株式買取請求手続および債権者保護手続の経過 

 当社は、会社法第 797 条第４項に基づき、2023 年１月 10 日に電子公告により株主に対して公

告を行いましたが、同条第１項に従い当社に対して株式の買取りを請求した株主はいませんでし

た。 

 また、当社は、会社法第 799 条第２項および第３項ならびに定款第５条（公告方法）に従い、

2023 年１月 10 日に官報および電子公告により債権者に対する公告をおこないましたが、同条第

１項に従い異議を述べた債権者はありませんでした。 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

 当社は、吸収合併消滅会社より、資産・負債およびその他の権利義務一切を承継しました。 

５．会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面に記載がされた事項 

 別紙のとおりです。 

６．会社法第 921 条の変更の登記をした日 

 2023 年２月 13 日 

７．前各号に掲げるもののほか、吸収合併に関する重要な事項 

 該当する事項はありません。 

以 上



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

 

会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

 

 



吸収合併に係る事前開示書面 

 

2023 年１月６日 

蘇和株式会社 

 

当社は、株式会社ビケンテクノとの合併に際し、会社法第 782 条第１項および会社法施

行規則第 182 条の定めに従い、下記のとおり吸収合併契約等の内容その他法務省令に定め

る事項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収合併契約の内容 

 別紙１のとおり、2022 年 10 月３日付で、合併契約書を締結いたしました。 

 

２．対価の相当性および割当ての相当性 

 吸収合併存続会社である株式会社ビケンテクノは、吸収合併消滅会社である当社の

発行済株式全部を所有しているため、合併に際しては株式の発行及び金銭等の交付は

行いません。 

 

３．新株予約権の承継に関する相当性 

 当社は、新株予約権を発行していません。 

 

４．吸収合併存続会社に関する事項 

 吸収合併存続会社である株式会社ビケンテクノは有価証券報告書及び四半期報告書

を近畿財務局に提出しております。最終事業年度（2021 年４月１日～2022 年３月 31

日）に係る計算書類等については、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示

書類に関する電子システム（EDINET）」よりご覧いただけます。 

 なお、最終事業年度（2021 年４月１日～2022 年３月 31 日）の末日後に発生した重

要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象

はありません。 

 

５．吸収合併消滅会社に関する事項 

 吸収合併消滅会社である蘇和株式会社の最終事業年度（2021 年４月１日～2022 年３

月 31 日）に係る計算書類等は別紙２のとおりです。 

 なお、最終事業年度（2021 年４月１日～2022 年３月 31 日）の末日後に発生した重

要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象

はありません。 

 



６．債務の履行の見込みに関する事項 

 本合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込ま

れます。また、本合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキャッシュフローの状

況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のと

ころ予測されていません。 

従いまして、本合併後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みはあると判

断しています。 

 

７．事前開示開始後の上記各事項の変更 

本事前開示開始以降、上記事項に変更が生じた場合には、別途書面を備え置いて開

示することといたします。 

 

以上 

 



20,000

株式会社ビケンテクノ(本店:大阪府吹田市南金田丁目 12番1号、以下、甲という。)

と蘇和株式会社(本店:大阪府吹田市南金田丁目 12番1月、以下、乙という)は、 2社

の合併に関して、本日、次のとおり合併契約(以下、本契約という。)を締結する。

,000円

(吸収合併)

第1条甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会

社として吸収合併(以下、本合併という。)を行い、甲が乙の権利義務の全部を承継す

る

2 本合併に係る吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会礼の商号及び住所は、以下のとおりで

ある。

(D吸収合併存続会社

商号:株式会社ビケンテクノ

本店:大阪府吹田市南金田丁圃12番1号

(2)吸収合併消滅会社

商号:蘇和株式会礼

本店:大阪府吹田市南全Ⅲ丁円 12番1号

(効力発生日)

第2条本合併が効力を生ずる日(以下、効力発生日という)は、 20器年2月13日とする。

ただし、本合併の下続きの進1丁その他の事由により必聾があるときは、甲及び乙が協議の

上、会社法の規定に従い、これを変更することができる

(本合併に際して交付する金銭等)

第3条甲は、乙の発行済株式のすべてを甲が保有しているため、本合併に際して新株の発行はせ

ず、乙の株主に対し、切の対価を交付しない。

(増加すべき甲の資本金及び準備金の額)

第4条甲が本合併により増加すべき資本金及び準備金の額は、次のとおりとするただし、効力

発生日前口における乙の資産及び負債の状態により、甲及び乙が協議の上、これを変更す

ることができる

増加しない1.資本金

2.資本準備金増加しない

3.その他資本剰余金株主資本等変動額

(本契約の承三副

第5条甲は、会社法第796条第2項の規定に基づき、株主総会の承認を得ることなく本合併を行

うものとする。

2 乙は、会社法第784条第1項の規定に基づき、株主総会の承認を得ることなく本合併を行

うものとする。

合併契約書
(引き継ぎ)

第6条乙は、その作成による 20詑年3月31日現在の貸借対照表及び財産目録を基礎とし、効

力発生日においてその資産、負偵及び権利義務の切を甲に引き継ぐものとする。

2 乙は、前項の期日後効力発生日に至る間におけるその資産負債の変動は、これを別に,1・算

書を添付してその内容を明確ならしめるものとする

(善管注意義務)

第7条甲及び乙は、本契約締結後、効力発生日までの問、善良なる管理者の注意をもって、その

業務執行及び財産の管理運営をhい、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼすような

行為をなす場合には、あ'かじめ甲乙協議の上、これを行うものとする。

(合併条件の変更及び合併契約の解除)

第8条本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間において、天災地変その他の事情により、

甲及び乙の財産、経営状態に重要な変動を生じたとき、もしくは、隠れたる重大な取癌が

発見された場合には、甲乙問で協議のうぇ、合併条件を変更し、または、本契約を解除で

きる。

(規定外条項)

第9条本契約に規定するものの外、本合併に関して協議すべき事項が生じた場合は、甲乙間で協

議のうぇ、これを執行するものとする。

上記契約の成立を証するため、木契約書1通を作成し、甲がその原本を、乙がその写しを保有

するものとする。

2022年10 門 3日

大阪府吹田市南金田丁月12番1号切、

、、,ル..二 1寺」坐'1亨j}
、「きゃゞ"

丁目12番1号

満口正人

大阪府吹田市南金田丁目12番1号

(乙)航和株式会社

代表取締役

以上

（別紙1）



1 算 報

(第 16 期)

2021年4月1日

2022年3月31日

蘇和株式会社

止.圭:
^^

自
至

（別紙2）



蘇和株式会社

資

科

【流動資産】

現金

未収法

産

目

. 預

人税

借

の

2022年3月31日

対

部

金額

516,898,293

516,809,993

88,300

額

35,000

35,000

35,000

照 表

資

現在

負

産

科

【流動負債】

未払法

負債の

純

【株主資本】

資

利益

その

繰

純資

負債の 部

債

目

計

人税

516,898,293

(単位:

部

本

剰余

他利益剰余

越利益剰余

産の部合

及び純資産合

部

516,863,293

1,500,000

515,363,293

515,363,293

515,363,293

516,863,293

516,898,293

金

円)

産

合部
資

金
金

合

金
等

等
計

金
金
計
計



蘇和株式会社

科

売上総利

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計

営業利益

【営業外収益】

損 益計

2021年
2022年

【営業外費用】

10,190

641,626

641,626

168.175

473,451

金

業

4月1日
3月31日

損 失

業外費用合計

経常利益金額

税引前当期純利益金額

法人税、住民税及び事業税

当期純利益金額

収

金

(単位

額

円)

764,692

0

112,876

-112,876

764,692

自
至

息
計合

利
益

取
外

受
営

雑
営

目
益



蘇和株式会社

販売費及び一般管理費内訳

自 2021年4月1日
至 2022年3月31日

払

科

販売費及び一般管理費合計

目 金

30,042

41,900

30,000

10,934

(単位:

額

円)

112,876

費
料
料
課

数

ス
公

信
手

一
税

通
支
リ
租



蘇和株式会社

【株主資本】

資

利益

その

繰

株主資本等変動計

自 2021年4月1日
至 2022年3月31日

本

剰余金

他利益剰余

越利益剰

金

利益剰余金

当期首残高

当期末残高

株

金

余金

主

純資産の部

資

計

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

本 ヨ十

当期純利益金額

計

(単位 円)

1,500,000

1,500,000

514,889,842

473,451

515,363,293

514,889,842

473,451

515,363,293

516,389,842

473,451

516,863,293

516,389,842

473,451

516,863,293

合

合

合



勘定科目内訳書

(第 16 期)

蘇和株式会社

2021

2022
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金の内

金融機関名

関西みらい銀行

関西みらい銀行

みずほ銀行

計

支店

心斎橋営業部

心斎橋営業部

船場支店

名 種

普通預金

普通預金

普通預金

類 口座番号

Ⅱ59273

期末現在高
円

511.562,8認

84

5,247,071

516.809.993

1038822

1798948

蘇和 株式会社

1頁

摘

①

要

計 516,809,9船

1.取引金融機関別に、かつ、預貯金の種類別に記入してください。
なお、記載口数が100口を超える場合には、期末現在高の多額なものから100口にっいてのみ記入しても差し支え

あηませノν。

2.預貯金等の名毅人が代表者になうているなど注人畠と異なる場合には、「摘要」欄に「名轆人0000」のように
その名鞍人を記入してください。

合



相
科 目

名称(氏名

未収法人税等吹田税務署

未収法人税等吹田税務署

末収法人税等大阪府三島府税事務所

未収法人税等大阪府三島府税事務所

未収法人税等吹田市

計

金

要

入金)の内

計 能,300

1.「科目」欄に吐、売掛金、未収入金の別を記入してください
2.相手先別期末現在高が50万円以上のもの(50万円以上の のが5口未満のときは期末現在高の多額なものから
5口程度)にウいては各別に記入し、その他は一括して記入して ださい。
3,上記2により記裁すべき口数が100口を超える場合には、炊の①又は②の方法にとり記入しても差し支えありませノV。
①期末現在高の多額なものから100口にっいてのみ記入に会場合、100口目には50万円未満のものも含む残額全てを一括して記式)
②期末現在高を自社の支店又は司'業所別等で記入(支店戈は事業所等の名称を「名称(氏名)」欄に記入ナる巴

ともに、「甥末現在高」欄にその支店又は事業所等の合計金額(50万円末満のものも含む合計金額)を記入)
なお、記載口数が100口を超えるか否かは、売掛金と末収入金との合計口数で判断してください。

4,未収入金については、その取引内容を r摘要」欄に記入してください
なお、上記3②の記載方法による場合には、記入しなくても差し支えありません。

手 先

所在地(住所)

大阪府吹田市片山町3-16-22

大阪府吹田市片山町3-16-22

大阪府茨木市中穂積1-3-43

大阪府茨木市中穂積1-3-43

大坂府吹田市泉町1-3-40

期末現在高

蘇和

64,100

6,500

600

13,200

3,900

88,300

株式会社

1頁

円

摘

③

還付金
法人税

還付金
地方法人税

還付金
法人都道府県民税

還付金
法人事業税

還付金
法人市町村民税



担保の内容
(物件の種類、数量、所在地等)

の内

目
名

相

称(氏名) 在地(住所)

1.「科目」欄には、仮払金、前渡金の別を記入してください,
2.相手先別期末現在高が50万円以上のものに0いては各別に記入してください。
3.相手先が「役員、株主又は関係会社」のものに0いては、期末現在高が50万円未滴であっても全て各別に記入してください,
4.上記2により記壷すべき口数が100口を超える場合には、獣のΦ又は②の方法により記入 Lても差し支えありません:
①期末現在高お多額なもの九ら100口にっいてのみ記入(こ'場合、100口目には50万円未満のものも含む残額全てを一括して記犬)

な船、相手先が「役員、株主又は関係会社」である場合には、当該事項も含めて100口となるように記入してください。
②期末現在高を自社の支店又は亭業所別等で記入(支店又は亭業所等の名称を「名称(氏名)」欄に記入するとともに、

「期末現在高」欄にその支店又は事業所等の合計金額(50万円末満のものも含む合計金額)を記入)
なお、記載口数が100口を超えるか否かは、仮払金と前渡金との合計口数で判断してください。
「摘要」欄には、例えぼ「機械設備の購入手付金」、「仮払税金」等と記入してください。5.

なお、上記4②の記載屶法による場合には、記入しなくても差し支えありません。

先

注人・代表
者との関係

利率
%

期末現在高
円

付金及び

貸

名称(氏名)

鮒ビケンテクノ

蘇和

④
株式会杜

1買

要摘

1息の内書

付

所在地(住所)

大坂府吹田市南金田2-12-1

先

計 760.270

1.貸付先別期来現在高が50万円以上のものについては各別に記入し、その他は一括して記入してください.
2.貸付先が「役員、株主又は関係会社」のものにっいては、期末現在高が50万円米満であ0ても全て各別に記入Cて'ください。

また、「期末魂在高がないものであっても期中の受取利息額(末収利息を含みます。)が3万円以上」のものにういては1
各別に記入してください。

3.上記1により記載すべき口数が100口を超える場合には、炊の①又は②の方法により記入しても差し支えありません。
Φ期末現在高の多額なものから100口についてのみ記入にの場合、100口目には50万円未満のものも含む残額全てを一括して記入)

な北、「貸付先が役員、株主又は関係会社のもの」又は「期末現在高がないものであウても期中の受取利息額
(未収利息を含みます。)が3万円以上のもの」がある揚合には、当該事項も含めて100口となるように記入してください。

②期末現在高を自社の釜店又は事業所別等で記入(支店又は事粂所等の名称を「名称(氏名)」欄に記入するとともに1
「期末現在高」欄及び「期中の受取利息額」欄にその支店又は事業所等の合計金額(50万円未満のものも含む合計金額)を記入)

4.「利率」欄には、同一の貸付先に対する利率が2以上ある場合には、そのうち期末に近い時期に蜘ける受叢利息の利率を
記入してください

怯人・1懐
者との関係

親会社

期末現在高 期中の受卿憶額
円

760.270

円

手
所

合

の
科



用の内

相
科

名称(氏名

未払法人税等大坂府三島府税事務所

未払法人税等吹田市

計

円

金・

手 先

斯在地(住所)

大阪府茨木市中穂積1-3-43

大坂府吹田市泉町卜3一如

期末現在高

蘇和

円

10,000

25,000

35,000

⑨
株式会社

1頁

要

法人都道府県民税

法人市町村民税

摘

合言十 35、000

1.「科目」欄には、買掛金、未払金、未払費用の別を記入してく=さい。2:相手先別期秉現往高が5d万円以上'のもの(50万円非t上のものが5口未袖のときは期末現在高の多額なものから
5口程度)にっいては各別に記入し、その他は一括して記入Lてください。
3.上記2により記 tパき口数が106口を超える場合には、歌のΦ又1辻②6方法により記入しても差し支えありません。
Φ期末現在高の多額なものから100口にっいてのみ記入にω場合、100口目には50万円未満のものも含む残額全てを一括して記大)
②期末現在高を自社の支店又は尋ミ業所別等で記入一(支店戈は事業所等の名称を「名称(氏名)」欄に記入すると

ともに、「期末現在高」欄にその支店叉は事業所等の合計金額(50万円未満のものも含む合計金額)、を記入)
な船、記口数が100口を超えるか否かは、買掛金、末払金及てξ未払費用との合計口数で判断してください。4.未払釡にっいては、その取引内容を「摘婁」欄に記入してください。゜

なお、上記3②の館載方法による場合には、記入しなくても差し支えありませ~。
5.配当釡又は法人税法第2条南15号に剣ミ定ナる役員に対する賞与(使用人兼務稜員に対する使用人職務分の賞与を
除きます。)のうち宋払とな0ているものがある場合には、徐の欄にその内訳を記入Lてください。

支払確定年月日期末現在高 支払確定年月B 期末現在高

(注)

円
未
払
役
R
賞
与

末
払
配
当
金

(
目



764,692

の内

受取利息、

受取利息

目

雑

取引の内容

貸付金利息

預貯金利息、

計

名称(氏名)

鮒ビケンテクノ

関西みらい銀行他

相 先手

所在地(住所)

大阪府吹田市南金田2-12-1

合計

雑損失

蕪和

⑯
株式会社

1買

消費税精算差額

金 額

760,270

円

4.422

764,692

(注)

口計 10,190

雑収入、雑益(損失)、固定資産売却益(損)、税金の還付金、貸倒損失等にういて、科目別かっ相手先別の金額が
10万円以上のものについて記入してください。

な船、土地の売却益(損)を「⑦固定資産(土地、土地の上に存する権利及び建物に限る。)の内訳」に記入している場合には、記入しなくても差し支えありません。゜'
取引の内容が「税金の還付金」のものにっいては、期末現在高が10万円未満であ0ても全て各別に記入してください。
上記1により記載tべき口数が100口を超える場合には、金額の多額なものから100口にっいてのみ記入しても差し支Σ

ありません。
なお、取引の内容が「税金の還付金」である場合には、当該事項も含めて100口となるように記入してください。

10,190

益

Z
3


